
２ 整備事業

（産地競争力の強化を目的とする取組用）

事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

1

山

形

市

山

形

農

業

協

同

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

果樹（おうと

う）

生

産

性

向

上

施設園芸（お

うとう）栽培に

おける燃油

の使用量の

10％削減

10a当た

りの燃

油使用

量(

7,500ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(

7,444ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(

6,638ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(

6,595ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量

(6,750ℓ

/10a)

120.7%

施設園

芸（おう

とう）栽

培にお

ける燃

油の使

用量を

12％削

減した。

循環扇　17台

多段式サーモ

制御装置 　1台

574,980 273,000 0 0 301,980 H20.3.28

受粉時の低温時の温

度管理に効果があっ

た。燃油高騰により，

被覆時期を遅らせる

園地があったが，事業

実施園地において

は，例年通りの時期

に被覆を行ったにもか

かわらず削減すること

ができた。

事業を実施したことで

燃油使用量を削減す

ることができ、事業効

果が高かった。

花き

（バラ）

10a当た

りの燃

油使用

量

(34,000ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量

(21,824ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量

(21,375ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量

(21,250ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量

(30,600ℓ

/10a)

375.0%

花き

（デルフィニウ

ム）

10a当た

りの燃

油使用

量

(10,000ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量

(9,879ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量

(9,811ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量

(9,582ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量

(9,000ℓ

/10a)

41.8%

花き

（トルコギキョ

ウ）

10a当た

りの燃

油使用

量

(2,500ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量

(3,330ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量

(3,059ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量

(2,710ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量

(2,250ℓ

/10a)

-84.0%

平均達成

率

300.0％

H20.3.28

花卉全体としては、播

種、定植時期を遅らせ

るなどの対策により削

減することができた。

特に、バラについては

年間を通じた生産の

ため、三重カーテン、

循環扇により効果が

増大した。しかし、デ

ルフィニウムとトルコ

ギキョウについては高

価格販売に向け早期

に加温を開始したこ

と、暖房装置の温度

や加温時間の設定、

点検、施設内の開閉

被覆資材の点検・整

備が徹底できていな

かったため目標達成

に至らなかった。

今後は、デルフィニウ

ムについては施設の

点検・管理をより徹底

することにより燃油使

用量の削減を図るとと

もに、トルコギキョウに

ついてはさらに、播

種、定植時期並びに

加温開始時期を遅ら

せるなどの作型の改

善を検討することによ

り燃油使用量の削減

を図ることとする。

バラ以外は目標達成

できていないが、生産

者の努力により年々使

用量は削減できてい

る。しかしながら、特

に、トルコギキョウにつ

いては、計画時より燃

油使用量が増加する

など取組みが不十分

であるため、今後は、

播種、定植時期、加温

開始時期を遅らせるな

ど作型の改善を含め

対応策を協議しなが

ら、目標達成に向けて

強く指導していく。

施設園芸（花

き）栽培にお

ける燃油の

使用量の

10％削減

施設園

芸（花

き）栽培

におけ

る燃油

の使用

量

バラ

37％削

減した。

デルフィ

ニウム

4％削

減した。

トルコギ

キョウ

8％増

加した。

内張りカーテン

（巻上装置）　1

棟

三重カーテン

（巻上装置）

10棟

循環扇  60台

多段式サーモ

制御装置　2台

28,241,850 13,448,000 0 0 14,793,8502

山

形

市

山

形

農

業

協

同

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

生

産

性

向

上

（山形県　平成22年度）

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

3

村

山

市

み

ち

の

く

村

山

農

業

協

同

組

合

村

山

営

農

セ

ン

タ

ー

　

村

山

さ

く

ら

ん

ぼ

加

温

ハ

ウ

ス

研

究

会

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

果樹（おうと

う）

生

産

性

向

上

施設園芸（加

温ハウスさく

らんぼ）栽培

における燃

油の使用量

の10％削減

10a当り

燃油使

用量

（22,200

ℓ/10a）

－

10a当り

燃油使

用量

（18,908

ℓ/10a）

10a当り

燃油使

用量

（19,006

ℓ/10a）

10a当り

燃油使

用量

（19,980

ℓ/10a）

143.9%

施設園

芸（加

温ハウ

スさくら

んぼ）

栽培に

おける

燃油の

使用量

を14％

削減し

た。

内張材（巻上装

置）　4棟分

多段式サーモ

装置　1台

循環扇　23台

1,619,100 771,000 0 0 848,100 H20.3.31

内張材・循環扇の導

入及び施設園芸省エ

ネルギー管理マニュ

アルに基づく施設の

点検・管理により効果

的な加温が可能とな

り、目標を達成でき

た。非常に効果があっ

た。

目標以上に燃油使用

量を削減することがで

き、事業効果が高かっ

た。

4

村

山

市

み

ち

の

く

村

山

農

業

協

同

組

合

村

山

営

農

セ

ン

タ

ー

　

ス

ト

ッ

ク

生

産

部

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

花き（ストック）

生

産

性

向

上

施設園芸（ス

トック）栽培

における燃

油の使用量

の10％削減

10a当り

燃油使

用量

（4,300ℓ

/10a）

－

10a当り

燃油使

用量

（3,626ℓ

/10a）

10a当り

燃油使

用量

（3,717ℓ

/10a）

10a当り

燃油使

用量

（3,870ℓ

/10a）

135.6%

施設園

芸（ス

トック）

栽培に

おける

燃油の

使用量

を13％

削減し

た。

内張材（巻上装

置）　3棟分

循環扇　10台

843,990 401,000 0 0 442,990 H20.3.31

内張材・循環扇の導

入及び施設園芸省エ

ネルギー管理マニュ

アルに基づく施設の

点検・管理により効果

的な加温が可能とな

り、目標を達成でき

た。非常に効果があっ

た。

目標以上に燃油使用

量を削減することがで

き、事業効果が高かっ

た。

5

山

形

市

山

形

農

業

協

同

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

果樹（ぶどう）

生

産

性

向

上

施設園芸（ぶ

どう）栽培に

おける燃油

の使用量の

10％削減

10a当り

燃油使

用量

（2,500ℓ

/10a）

10a当り

燃油使

用量

（1,875ℓ

/10a）

10a当り

燃油使

用量

（1,534ℓ

/10a）

10a当り

燃油使

用量

（1,436ℓ

/10a）

10a当り

燃油使

用量

（2,250ℓ

/10a）

425.6%

施設園

芸（ぶど

う）栽培

におけ

る燃油

の使用

量を

42％削

減した。

内張りカーテン

（巻上装置）　4

棟分

多段式サーモ

制御装置　2台

循環扇　9台

6,744,150 3,211,000 0 0 3,533,150 H20.3.28

事業実施後，施設巡

回や栽培講習会を通

じて細かい温度管理

の徹底と栽培管理に

より燃油使用量を大

幅に削減することがで

きた。

事業を実施したことで

燃油使用量を大幅に

削減することができ、

事業効果が高かった。



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

野菜

（トマト）

10ａ当り

燃油使

用量

（4,875ℓ

/10a）

10ａ当り

燃油使

用量

（4,833ℓ

/10a）

10ａ当り

燃油使

用量

（4,752ℓ

/10a）

10ａ当り

燃油使

用量

（4,472ℓ

/10a）

10ａ当り

燃油使

用量

（4,387ℓ

/10a）

82.6%

野菜

（なす）

（1,130ℓ

/10a）

（1,146ℓ

/10a）

（1,080ℓ

/10a）

（1,047ℓ

/10a）

（1,017ℓ

/10a）

73.5%

野菜

（食用菊）

（5,000ℓ

/10a）

（1,997ℓ

/10a）

（2,170ℓ

/10a）

（2,170ℓ

/10a）

（4,500ℓ

/10a）

566.0%

野菜

（いちご）

（6,000ℓ

/10a）

（5,660ℓ

/10a）

（5,600ℓ

/10a）

（5,484ℓ

/10a）

（5,400ℓ

/10a）

86.0%

野菜

（きゅうり）

（10,077

ℓ/10a）

（10,077

ℓ/10a）

（9,537ℓ

/10a）

（9,311ℓ

/10a）

（9,069ℓ

/10a）

76.0%

平均達成

率

116.0％

多段式サーモ

装置　4台

循環扇　66台

2,503,200

事業実施により、食用

菊については施設内

の温度ムラを解消でき

成果目標を達成し、事

業効果があった。トマ

ト、なす、いちご、きゅ

うりについては、成果

目標を達成できていな

いが、生産者の努力に

より年々燃油使用量

の削減ができているい

ることは評価できる。し

かしながら、施設内の

適温管理や暖房装置・

被覆資材の点検が徹

底されていない部分も

あるため、目標達成に

向けて、施設園芸省エ

ネルギー生産管理マ

ニュアルの活用を徹底

し、暖房装置の適切な

温度設定や加温時間

の設定、暖房装置や

被覆資材の点検の徹

底について指導を行っ

ていく。

0 1,311,200 H20.3.28

多段式サーモ装置、

循環扇の導入により

施設内の温度ムラを

抑制することにより、

食用菊については目

標を達成した。トマト、

なす、いちご、きゅうり

についても温度ムラを

少なくすることができ、

年々燃油使用量を削

減することができてい

るものの、目標達成に

は至らなかった。省エ

ネ技術の講習会を開

催しながら施設内の

適温管理について技

術の習得に努めてい

るが、暖房装置の温

度設定や加温時間の

設定、暖房装置の点

検、施設内の開閉被

覆資材の点検・整備

が徹底できていないこ

と、品目によっては加

温時期が延びたもの

もある（トマト、きゅう

り）ことが要因としてあ

げられる。

今後は、目標達成に

向けて、暖房装置の

適切な温度設定や加

温時間の設定により

省エネ効率の高い加

温を行うことで施設内

の適温管理を徹底す

る。また、暖房装置や

被覆資材の点検、整

備を徹底する。

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

生

産

性

向

上

施設園芸（野

菜）栽培にお

ける燃油の

使用量の

10％削減

施設園

芸（野

菜）栽培

における

燃油の

使用量

トマト

8％削減

した。

なす

7％削減

した。

食用菊

57％削

減した。

いちご

9％削減

した。

きゅうり

8％削減

した。

6

山

形

市

山

形

農

業

協

同

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

1,192,000 0



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

7

庄

内

町

立

川

地

区

無

人

ヘ

リ

防

除

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

品

質

向

上

（稲・麦の省

力・低コスト

産地育成）

品質分析実

施生産者の

割合の向上

品質分

析の実

施生産

者の実

施割合

90％

－

品質分

析の実

施生産

者の実

施割合

90％

品質分

析の実

施生産

者の実

施割合

100％

品質分

析の実

施生産

者の実

施割合

100％

100%

品質分

析（米

の食味

値等）

の実施

生産者

の割合

が10％

増加し

た。

無人ヘリコプ

ター　2機

20,619,375 6,873,000 0 0 13,746,375 H20.3.11

適期・適量防除により

米の品質向上が図ら

れ、利用率について

は目標値を大幅に上

回る結果となった。

また、品質分析（米の

食味値等）の実施割

合も目標値を達成し

た。

利用率については非

常に高利用率を確保し

ており、また、品質分

析の実施割合も目標

値を達成していること

から適正に事業が実

施されていると判断さ

れる。

8

山

形

市

農

事

組

合

法

人

山

形

エ

イ

エ

ム

み

ど

り

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

遠赤外線乾

燥機の導入

による燃油

使用量の

10％低減

トン当た

りの燃

油使用

量(12.1ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(12.0ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(11.1ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(10.8ℓ

/t)

76.9%

遠赤外

線乾燥

機の導

入によ

り燃油

使用量

を8％削

減した。

穀物遠赤外線

乾燥機(50石）

2台

3,885,000 1,850,000 0 0 2,035,000 H20.3.24

利用率向上は図られ

たが、燃料の使用量

については、荷受水

分のバランスが悪く、

目標までの低減には

至らなかった。水分の

バラツキをなくし適時

刈り取りを行い、刈取

後送風をして水分を

下げ乾燥を行う。

燃油使用量は着実に

低減され、一定の成果

は上がっているもの

の、適正荷受け籾水

分の徹底ができなかっ

たことから成果目標達

成に至っていない。

引き続き、成果目標の

達成に向けて、省エネ

マニュアルの徹底を図

り、更なる燃油使用量

低減に努めるよう指導

を行っていく。

9

山

形

市

Y

.

M

.

R

.

C

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

遠赤外線乾

燥機の導入

による燃油

使用量の

10％低減

トン当た

りの燃

油使用

量(13.4ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(12.6ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(12.3ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(12.0ℓ

/t)

78.6%

遠赤外

線乾燥

機の導

入によ

り燃油

使用量

を８％

削減し

た。

穀物遠赤外線

乾燥機(50石）

3台

5,827,500 2,775,000 0 0 3,052,500 H20.3.24

利用率向上は図られ

たが、燃料の使用量

については、荷受水

分のバランスが悪く、

目標までの低減には

至らなかった。水分の

バラツキをなくし適時

刈り取りを行い、刈取

後送風をして水分を

下げ乾燥を行う。

燃油使用量は着実に

低減され、一定の成果

は上がっているもの

の、適正荷受け籾水

分の徹底ができなかっ

たことから成果目標達

成に至っていない。

引き続き、成果目標の

達成に向けて、省エネ

マニュアルの徹底を図

り、更なる燃油使用量

低減に努めるよう指導

を行っていく。

10

山

形

市

本

沢

地

区

共

同

籾

乾

燥

調

整

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

遠赤外線乾

燥機の導入

による燃油

使用量の

10％低減

トン当た

りの燃

油使用

量(25.5ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(22.1ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(21.9ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(22.9ℓ

/t)

138.5%

遠赤外

線乾燥

機の導

入によ

り燃油

使用量

を14％

削減し

た。

穀物遠赤外線

乾燥機(60石）

2台

4,300,800 2,048,000 0 0 2,252,800 H20.3.26

期待した効果が得ら

れ効率的な施設の稼

働を実践できた。今後

も省エネマニュアル等

を活用し、より効率

的・効果的な施設の

稼働を実践したい。

目標値以上に燃油使

用量が低減されてお

り、事業実施効果が

あったと認められる。



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

11

上

山

市

山

形

農

業

協

同

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

燃油使用量

10％低減

トン当た

りの燃

油使用

量(9.28ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(9.54ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(8.52ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(8.35ℓ

/t)

81.7%

当該農

業機械

等利用

に係る

燃油の

使用量

を8％削

減した。

穀物遠赤外線

乾燥機（4t）　5

台

附帯施設

16,275,000 6,541,000 0 0 9,734,000 H20.3.26

乾燥機の稼動が短期

間に集中したことによ

り、成果目標の達成

に至らなかったと考え

られるため、水稲刈取

時期の分散化を図る

など、稼動が短期間

に集中しないように対

策を講じたい。

燃油使用量は着実に

低減され、一定の成果

は上がっているもの

の、刈り取り時期が集

中し効率的な乾燥作

業が実施できなかった

ことから成果目標達成

には至っていない。

成果目標の達成に向

けて、短期間に刈取り

が集中しないよう計画

的な収穫の徹底、省エ

ネマニュアルの徹底に

ついて引き続き指導を

行っていく。

12

天

童

市

農

業

機

械

利

用

組

合

天

童

グ

リ

ー

ン

フ

ァ

ー

ム

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

の

向

上

燃油使用量

14％低減

10a当た

りの燃

油使用

量(1.8ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(1.38ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.26ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.54ℓ

/10a)

207.7%

当該農

業機械

利用に

係る燃

油の使

用量を

30％削

減した。

高速田植機6条

（ガソリンエンジ

ン）　2台

4,590,000 1,530,000 0 0 3,060,000 H20.3.17

目標値を大幅に超え

て達成し、燃油の消費

を削減することができ

た。また、独自の取組

みとし、新型田植機の

機能を活用し、田植時

の労働力の削減も併

せて実施し、成果を挙

げることができた。

目標値以上に燃油使

用量が低減されてお

り、事業実施効果が

あったと認められる。

13

寒

河

江

市

寒

河

江

直

播

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

当該農業機

械等利用に

係る燃油の

使用量を

31％低減

10a当た

りの燃

油使用

量(1.42ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(0.79ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(0.72ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(0.97ℓ

/10a)

155.6%

当該農

業機械

等利用

に係る

燃油の

使用量

を49％

削減し

た。

水稲直播機（8

条型・ディーゼ

ル軽油仕様）

1台

3,349,500 1,674,000 0 0 1,675,500 H20.3.24

燃油使用量が計画時

の目標値を超える低

減化が実現した。さら

に、作業の軽減も図ら

れ品質も向上した。

目標値以上に燃油使

用量が低減されてお

り、事業実施効果が

あったと認められる。



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

14

西

川

町

農

事

組

合

法

人

大

井

沢

農

作

業

受

託

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

地域特産物

（そば）

生

産

性

向

上

当該農業機

械等利用に

係る燃油の

使用量を11%

低減

トン当た

りの燃

油使用

量(16.6ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(14.5ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(16.6ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(14.7ℓ

/t)

0%

当該農

業機械

等利用

に係る

燃油の

使用量

は、計

画策定

時と同

量の使

用量で

あった。

穀物遠赤外線

乾燥機　1台

附帯施設

1,795,500 878,000 0 0 917,500 H20.3.21

平成20年度について

は燃油使用量削減が

図られ、成果目標を達

成していたが、21年度

においては悪天候が

原因で播種時期も遅

れ生育状況も不良、

収量も平年の1/3で

あった。乾燥調製につ

いては燃油使用量削

減に努めたが、乾燥

機内の体積に対し比

重が軽く乾燥に時間

を要し、燃油使用量削

減が図られなかった。

今後は、省エネマニュ

アルを徹底し、目標達

成に向けて努める。

平成20年度について

は成果目標達成率

110.5％であったが、平

成21年度については、

播種期の長雨等の影

響により地区内のそば

が著しい不作となり、

未熟なそばの乾燥調

製に時間を要したこと

から、燃油使用量が低

減できなかった。

今後の状況を注視し、

省エネマニュアルの徹

底等目標達成に向け

た指導を行っていく。

15

大

江

町

大

江

低

コ

ス

ト

稲

作

栽

培

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

当該農業機

械等利用に

係る燃油の

使用量を

28％低減

10a当た

りの燃

油使用

量(1.42ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(0.7ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(0.6ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.02ℓ

/10a)

205.0%

当該農

業機械

等利用

に係る

燃油の

使用量

を57％

削減し

た。

水稲直播機（8

条型・ディーゼ

ル軽油仕様）

1台

3,465,000 1,732,000 0 0 1,733,000 H20.3.18

直播機の導入により、

栽培面積の拡大、栽

培の団地化、共同作

業化を実施したことに

より、品質の向上が図

られた。

目標値以上に燃油使

用量が低減されてお

り、事業実施効果が

あったと認められる。

16

村

山

市

大

久

保

ラ

イ

ス

セ

ン

タ

ー

利

用

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

田植えにお

ける燃油の

使用量10％

削減

10a当た

りの燃

油使用

量(1.16ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(0.92ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(0.88ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.04ℓ

/10a)

233.3%

田植え

におけ

る燃油

の使用

量を

24％削

減した。

乗用田植機（６

条植・１８ＰＳ・

ガソリンエンジ

ン）２台

4,515,000 1,505,000 0 0 3,010,000 H20.3.14

省エネ利用マニュア

ルに基づく機械の点

検、管理により目標を

達成できた。

目標値以上に燃油使

用量が低減されてお

り、事業実施効果が

あったと認められる。



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

17

村

山

市

大

久

保

ラ

イ

ス

セ

ン

タ

ー

利

用

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

籾乾燥機に

おける燃油

の使用量

12％削減

トン当た

りの燃

油使用

量(16.8ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(14.3ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(14.3ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(14.7ℓ

/t)

119.0%

籾乾燥

機にお

ける燃

油の使

用量を

14％削

減した。

穀物遠赤外線

乾燥機（60石）

3台

6,142,500 3,071,000 0 0 3,071,500 H20.3.14

省エネ利用マニュア

ルに基づく機械の点

検、管理により目標を

達成できた。

目標値以上に燃油使

用量が低減されてお

り、事業実施効果が

あったと認められる。

18

村

山

市

西

郷

地

区

水

田

農

業

推

進

委

員

会

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

地域特産物

（そば）

生

産

性

向

上

そば収穫に

おける燃油

の使用量

10％削減

10a当た

りの燃

油使用

量(1.99ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(1.77ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.67ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.79ℓ

/10a)

160.0%

そば収

穫にお

ける燃

油の使

用量を

16％削

減した。

普通型コンバイ

ン（そば・大豆・

麦用）　（刈幅

1535ｍｍ・36Ｐ

Ｓ・ディーゼル）

1台

4,788,000 1,596,000 0 0 3,192,000 H20.3.14

省エネ利用マニュア

ルに基づく機械の点

検、管理により目標を

達成できた。

目標値以上に燃油使

用量が低減されてお

り、事業実施効果が

あったと認められる。

19

尾

花

沢

市

農

事

組

合

法

人

こ

め

っ

こ

村

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲・

大豆）

生

産

性

向

上

当該農業機

械等に係る

燃油の使用

量を10％低

減

トン当た

りの燃

油使用

量

(13.07ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量

(12.93ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量

(13.04ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量

(11.76ℓ

/t)

2.3%

当該農

業機械

等に係

る燃油

の使用

量を

0.2％削

減した。

穀物遠赤外線

乾燥機（最大籾

（大豆）張込量：

6000Kg）　1台

附帯施設

3,102,225 1,378,000 0 0 1,724,225 H20.3.31

乾燥調製について

は、燃料使用量の削

減に努めたが平成２１

年度においては刈取

時期の天候不順によ

り、高水分籾を投入す

るしかなかった為、目

標値に達することが出

来なかった。

今後は適正籾水分に

よる適期刈取を行い、

使用計画を改善する

ことで、成果目標達成

に向けて努めたい。

収穫期が９月下旬から

１０月下旬までであっ

たが、刈り始めから１０

月上旬まで悪天候が

続き、平年を大幅に上

回る降雨により、高水

分の籾を荷受けしなけ

ればならなかったこと、

また、利用率が170％

と想定外の受入になっ

たことが影響し、燃油

消費量を計画通り削

減できなかった。

今後は、省エネマニュ

アルの徹底を図ると共

に、現在の受け入れ量

を基準に作業計画を

見直し、必要に応じて

作期の分散を進める

など、目標達成に向け

て強く指導していく。

尾花沢

市

降水量

平年比

１０月上

旬

２０７％

20

新

庄

市

小

泉

転

作

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

地域特産物

（そば・大豆）

生

産

性

向

上

当該機械の

利用に係る

燃油の使用

量の30%低減

１０a当

たりの

燃油使

用量

(2.6ℓ

/10a)

－

１０a当

たりの

燃油使

用量

(1.5ℓ

/10a)

１０a当

たりの

燃油使

用量

(1.5ℓ

/10a)

１０a当

たりの

燃油使

用量

(1.8ℓ

/10a)

137.5%

当該機

械の利

用に係

る燃油

の使用

量を

42％削

減した。

普通型コンバイ

ン（そば・大豆・

麦）刈幅：1546

ｍｍ×1台

5,262,692 1,754,000 0 0 3,508,692 H20.3.25

燃油使用量も計画ど

おり削減され、燃油価

格高騰期にあって効

果が高かった。

担い手に農用地が集

積されるよう努めなが

ら稼働率を上げてい

る。排水など圃場条件

の改善や適期刈取り

を行い効率的作業を

進めたことにより燃油

使用量の削減となっ

た。



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

21

金

山

町

谷

口

農

業

生

産

研

究

会

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

当該機械の

利用に係る

燃油の使用

量の15%低減

トン当た

りの燃

油使用

量(22ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(19.1ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(18.5ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(18.7ℓ

/t)

106.1%

当該機

械の利

用に係

る燃油

の使用

量を

15％削

減した。

遠赤外線乾燥

機（山本HD-

50AP)

最大籾張込量：

5000ｋｇ×1台

1,963,500 981,000 0 0 982,500 H20.3.31

成果目標の具体的な

実績が達成されたこと

により、コスト面等で

効果が大きい。

省エネ利用マニュアル

を活用しながら、水稲

の作付け面積及び利

用量の拡大を図り、乾

燥機の効率的利用を

進め、目標とする燃油

削減が達成された。

22

金

山

町

山

崎

生

産

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

当該機械の

利用に係る

燃油の使用

量の15%低減

10a当た

りの燃

油使用

量(0.3ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量

(0.258ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量

(0.254ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量

(0.255ℓ

/10a)

102.2%

当該機

械の利

用に係

る燃油

の使用

量を

15％削

減した。

乗用田植機（ｲ

ｾｷPZ80HDL)

8条植×1台

2,467,500 822,000 0 0 1,645,500 H20.3.31

成果目標の具体的な

実績が達成されたこと

により、コスト面等で

効果が大きい。

省エネ利用マニュアル

を活用しながら、利用

面積の拡大と作業効

率の向上を図り、目標

とする燃油削減が達成

された。

23

金

山

町

金

山

環

境

農

業

研

究

会

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

当該機械の

利用に係る

燃油の使用

量の15%低減

トン当た

りの燃

油使用

量(22ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(19.3ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(18.6ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(18.7ℓ

/t)

103.0%

当該機

械の利

用に係

る燃油

の使用

量を

15％削

減した。

遠赤外線乾燥

機（ｼｽﾞｵｶPCE-

63)

最大籾張込量：

6,300ｋｇ×1台

2,100,000 1,050,000 0 0 1,050,000 H20.3.31

成果目標の具体的な

実績が達成されたこと

により、コスト面等で

効果が大きい。

省エネ利用マニュアル

を活用しながら、乾燥

機の効率的利用を進

め、目標とする燃油削

減が達成された。

24

舟

形

町

沖

の

原

機

械

利

用

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

地域特産物

（そば・大豆）

生

産

性

向

上

当該機械の

利用に係る

燃油の使用

量の10%低減

10a当た

りの燃

油使用

量(2.2ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(2.0ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.8ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.98ℓ

/10a)

181.8%

当該機

械の利

用に係

る燃油

の使用

量を

18％削

減した。

普通型コンバイ

ン　36ＰＳ（麦・

大豆・そば用）

刈幅：1535ｍｍ

×1台

4,200,000 1,400,000 0 0 2,800,000 H20.3.31

当機械利用組合で受

託出来る面積の拡大

と省エネ等経費節減

に取り組むことが出

来、安定した経営が可

能となった。

ほ場の位置を考慮した

効率的な刈り取り作業

を行い、目標を大きく

上回る燃油使用量の

低減が図られた。

25

舟

形

町

沖

の

原

機

械

利

用

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（稲、そ

ば、大豆）

生

産

性

向

上

当該機械の

利用に係る

燃油の使用

量の10%低減

トン当た

りの燃

油使用

量(51.6ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(41.8ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(42.5ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(46.4ℓ

/t)

175.0%

当該機

械の利

用に係

る燃油

の使用

量を

17％削

減した。

乾燥調製施設

における穀物

遠赤外線乾燥

機8t/hr、 6t/hr

最大籾張込量：

8,000ｋｇ×１台

最大籾張込量：

6,000ｋｇ×５台

13,500,000 6,750,000 0 0 6,750,000 H20.3.31

高性能遠赤乾燥機導

入により受託出来る

数量の拡大と省エネ

等経費節減につなが

り安定した経営が可

能となった。

大豆の連作障害対策

やそばなどの天候不

順による収穫面積の

減少などがあったもの

の、乾燥機の操作法

講習会により効率的な

利用の結果、目標を大

きく上回る燃油使用量

の低減が図られた。



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

26

真

室

川

町

ひ

ま

わ

り

農

場

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（大豆）

生

産

性

向

上

当該機械の

利用に係る

燃油の使用

量の10%低減

トン当た

りの燃

油使用

量(24.8ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(22.1ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(26.3ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量

(22.21ℓ

/t)

-57.9%

当該機

械の利

用に係

る燃油

の使用

量が

6％増

加した。

遠赤外線乾燥

機.大豆処理能

力50石・3.1kw

最大籾張込量：

5,000kg×1台

1,526,700 763,000 0 0 763,700 H20.3.31

刈取面積の拡大ととも

に収穫期間が長期化

した結果、水分の高い

大豆を収穫せざるを

えない状況であったこ

となどから、事業導入

3年目となる今年度

は、燃油使用量は目

標値22.21ℓに対し26.3

ℓとなり削減率Δ6％と

目標を達成することが

できなかった。（刈取

面積、H19、50ｈａ、

H20、63ｈａ、H21、65ｈ

ａ、収穫期間H19、36

日間、H20、37日間、

H21、41日間）適期刈

取時期の把握による

品質の向上と乾燥に

係る燃油の節減と生

産費の経費削減に今

後とも努める。

平成20年度には目標

を達成していたもの

の、21年度は刈取面

積の拡大とともに収穫

期間が長期化し、適期

収穫を徹底できなかっ

たこと等から目標が達

成できなかった。

一方、事業導入により

品質が向上し、収支率

が約１割向上するな

ど、経営改善に寄与し

ている。

今後は、作期の分散を

含めて作業計画の見

直しを進めると共に、

省エネ利用マニュアル

の取組を徹底し、目標

達成に向けて強く指導

していく。

27

真

室

川

町

川

の

内

田

植

機

械

利

用

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

当該機械の

利用に係る

燃油の使用

量の10%低減

10a当た

りの燃

油使用

量(1.12ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(1.0ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(0.99ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.0ℓ

/10a)

108.3%

当該機

械の利

用に係

る燃油

の使用

量を

11％削

減した。

田植機・空冷サ

イクル２気筒ｏｈ

ｖガソリン、作業

速度2.5m/s、作

業能率10分

/10a

6条×1台

2,152,500 717,000 0 0 1,435,500 H20.3.31

田植機械の導入によ

り導入機の10ａ当たり

の燃油使用量は、目

標値の1.0ℓに対し0.99

ℓとなり削減率11.6％、

達成率108.3％とする

ことができた。また、オ

ペレーターの固定化

等機械の導入を契機

に共同作業が行われ

経営規模的にも農地

の集積が図られ作業

効率が向上した。

水田が点在するなか

農地集積が図られ、作

業効率が向上しことか

ら、燃油使用量を目標

まで削減できている。

28

真

室

川

町

木

の

下

ラ

イ

ス

セ

ン

タ

ー

利

用

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

当該機械の

利用に係る

燃油の使用

量の10%低減

トン当た

りの燃

油使用

量(25.6ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(28.9ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(31.6ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(22.8ℓ

/t)

-214.3%

当該機

械の利

用に係

る燃油

の使用

量が

23％増

加した。

穀物遠赤外線

乾燥機・生籾処

理量4トン・

2.27kw

最大籾張込量：

4,000kg×4台

13,650,000 6,825,000 0 0 6,825,000 H20.3.31

昨年度の燃油量を上

回る結果となった。

早生（モチ、あきたこ

まち）から中、晩生品

種（一目惚れ、はえぬ

き、コシヒカリ）へ品種

構成がかわり、刈り取

り期間が遅くなってい

ることや倒伏による高

水分籾の荷受けが多

くなったことなどにより

燃油使用量が増加し

たと考えられる。

更にメーカーによる

データ分析と原因調

査を行い、作業体系

の再度の見直しと省

エネマニュアルの徹

底により、成果目標達

成に向けてに取組ん

で行く。

１０月上旬まで悪天候

が続き、荷受け時の籾

水分が平均28.0％

（22.0～35.5％）と高く、

乾燥に時間を要したた

めに、成果目標達成に

至らなかった。

一方で、収益率は向上

しており経営改善に寄

与している。

事業実施主体におい

て、メーカーによる

データ分析と原因調査

を行っており、今後

は、品種毎の適期刈

取りの徹底、雨後の作

業等の作業体系の見

直し、省エネマニュア

ルのチェックなどを行

い、目標達成に向けて

強く指導していく。

金山町

（直近観

測値）

降水量

平年比

１０月上

旬

１５３％



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

29

米

沢

市

㈱

ア

グ

リ

川

井

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

地域特産物

（そば・大豆）

生

産

性

向

上

普通型コン

バイン更新に

より広い作業

幅と高馬力

による高速

化で作業能

率向上を図

り、燃油使用

量19%低減

10a当た

りの燃

油使用

量(2.9ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(2.71ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(2.58ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(2.34ℓ

/10a)

57.1%

汎用コ

ンバイ

ンの導

入によ

り燃油

使用量

を11％

削減し

た。

そば・麦・大豆

用汎用コンバイ

ン　1台

クボタ

ARH380CG

6,006,000 2,002,000 0 0 4,004,000 H20.3.21

受託面積の拡大によ

り収穫作業を計画的

に進めることができ

ず、全体としての燃油

使用量は削減目標に

及ばなかった。（H19、

30ha、H20、38ha、

H21、40ha）しかし、組

合員の省エネへの意

識の高まりや作業能

力の向上により、生産

コストを大幅に削減

（H20 ▲1,182円/10a、

H21 ▲317円/10a）す

ることができた。今後

は、更なる省エネの徹

底により燃油使用量

の削減を目指す。

燃油使用量は着実に

低減され、一定の成果

は上がっているもの

の、面積増加等によ

り、刈り取り時期が集

中し効率的な乾燥作

業が実施できなかった

ことから成果目標達成

には至っていない。

成果目標の達成に向

けて、短期間に刈取り

が集中しないよう計画

的な収穫の徹底、省エ

ネマニュアルの徹底に

ついて引き続き指導を

行っていく。

30

米

沢

市

㈱

フ

レ

ッ

シ

ュ

絆

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物(水稲)

生

産

性

向

上

遠赤外線乾

燥機利用に

より燃油使用

量の18%低減

を図る

トン当た

りの燃

油使用

量(15.2ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(30.9ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(25.1ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(12.4ℓ

/t)

-353.6%

遠赤外

線乾燥

機利用

に係る

燃油使

用量が

65％増

加した。

遠赤外線乾燥

機　1台

サタケ

SDR70LEZG

（容量7ﾄﾝ）

付帯設備一式

2,478,000 1,222,000 0 0 1,256,000 H20.3.21

刈取初期の水分が２

７％～２８％程度で高

め。刈取終期でも、倒

伏したほ場で高水分

籾の荷受けがあった

ことや当初の計算ど

おり、各乾燥時に最大

張込み量まで投入で

きず、結果的に燃油

使用量の削減目標に

及ばなかった。

しかし、組合員の省エ

ネへの意識の高まり

や作業能力の向上に

より、生産コストにつ

いては大幅に削減す

ることができた。今後

は、燃油使用量の目

標を達成するために

は抜本的な対策が必

要なことから、関係機

関との連携により実効

ある改善策を講じる。

10月上旬に降雨が多

く、刈り取りが遅れたこ

とに伴い、雨後の収穫

や倒伏の多発等によ

る高水分の籾の受け

入れが大量になったこ

とから、乾燥に係る燃

油使用量が増加し、目

標が達成できなかっ

た。

一方で、収支率はH19

年が100.7%であったの

に対し、H21年は

116.4%と向上しており

経営改善に寄与してい

る。

実施主体においては、

抜本的な運用の見直

しを検討しており、今

後は、市町村や関係

機関との連携により、

省エネマニュアルの徹

底、雨後の作業体系

の見直し等を行い、目

標達成に向けて強く指

導していく。

米沢市

降水量

平年比

１０月上

旬

１７２％



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

31

米

沢

市

南

原

そ

ば

部

会

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

地域特産物

（そば）

生

産

性

向

上

遠赤外線乾

燥機利用に

より燃油使用

量の15%低減

を図る

10a当た

りの燃

油使用

量(2.35ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(2.44ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(2.06ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.99ℓ

/10a)

80.6%

汎用コ

ンバイ

ンの導

入によ

り燃油

使用量

を12％

削減し

た。

そば・麦・大豆

用汎用コンバイ

ン　1台

クボタ

ARH380CG

6,279,000 2,093,000 0 0 4,186,000 H20.3.11

収穫時の水分が高め

であったため、燃油使

用量は削減目標に及

ばなかった。しかし、

組合員の省エネへの

意識の高まりや作業

能力の向上により、生

産コストを大幅に削減

することができた。今

後は、更なる省エネの

徹底により燃油使用

量の削減を目指す。

燃油使用量は低減さ

れ、一定の成果は上

がっているものの収穫

作業の効率化を図るこ

とにより、更に改善す

る余地はある。

今後は、省エネ化につ

いて更なる動機付けを

図り、市町村や関係機

関との連携し、作業効

率の向上など省エネ利

用マニュアルの取組の

徹底や燃油使用量の

削減に努めるよう引き

続き指導していく。

32

南

陽

市

金

沢

穀

物

遠

赤

外

線

乾

燥

機

利

用

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物(水稲)

生

産

性

向

上

穀物遠赤外

線乾燥機利

用による燃

油の使用量

を18％低減

トン当た

り燃油

使用量

(42ℓ/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(34.0ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(35.8ℓ

/t)

トン当た

り燃油

使用量

(34.4ℓ

/t)

81.6%

穀物遠

赤外線

乾燥機

利用に

より燃

油の使

用量を

14％削

減した。

穀物遠赤外線

乾燥機

HD-50AP(張込

量:5,000kg)

スローワ

SL-40AP

2,292,150 1,125,000 0 0 1,167,150 H20.3.31

平年より水分を多く含

んでおり乾燥時間が

増し、燃油効率が悪

かった。今後計画的な

収穫と乾燥調製作業

の効率化を図ることに

より、改善に努めた

い。

燃油使用量は低減さ

れ、一定の成果は上

がっているものの計画

的な収穫と乾燥調製

作業の効率化を図るこ

とにより、更に改善す

る余地はある。今後

は、省エネ化について

更なる動機付けを図

り、市町村や関係機関

と連携し、省エネ利用

マニュアルの取組の徹

底や燃油使用量の削

減に努めるよう引き続

き指導していく。

33

南

陽

市

宮

崎

稲

作

機

械

利

用

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物(水稲)

生

産

性

向

上

穀物遠赤外

線乾燥機利

用による燃

油の使用量

を21％低減

トン当た

りの燃

油使用

量(29.6ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(23.1ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(23.1ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(23.1ℓ

/t)

100.0%

穀物遠

赤外線

乾燥機

利用に

より燃

油の使

用量を

21％削

減した。

穀物遠赤外線

乾燥機　2台

HD-35AP(張込

量:3,500kg)

HD-50AP(張込

量:5,000kg)

スローワ

SL-35AP

SL-40AP

3,476,550 1,704,000 0 0 1,772,550 H20.3.31

燃油の使用量を目標

値まで低減でき生産

性の向上が図られ

た。

成果目標を達成してお

り、生産性の向上に寄

与していると認められ

る。



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

34

南

陽

市

上

野

省

エ

ネ

生

産

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物(水稲)

生

産

性

向

上

穀物遠赤外

線乾燥機利

用による燃

油の使用量

を14％低減

トン当た

り燃油

使用量

(21.6ℓ

/t)

－

トン当た

り燃油

使用量

(18.3ℓ

/t)

トン当た

り燃油

使用量

(13.5ℓ

/t)

トン当た

り燃油

使用量

(18.4ℓ

/t)

253.1%

穀物遠

赤外線

乾燥機

利用に

より燃

油の使

用量を

37％削

減した。

穀物遠赤外線

乾燥機

RTC500-BSD5

(張込

量:5,000kg)

排出スローワ

RVD-80SW

排風チャンバー

REC-30D

1,995,000 980,000 0 0 1,015,000 H20.3.31

燃油の使用量を目標

値まで低減でき生産

性の向上が図られ

た。

成果目標を達成してお

り、生産性の向上に寄

与していると認められ

る。

35

南

陽

市

南

陽

田

植

利

用

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物(水稲)

生

産

性

向

上

高速田植機

利用による

燃油の使用

量を15％低

減

10a当た

りの燃

油使用

量(1.2ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(1.0ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(0.94ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1ℓ

/10a)

130.0%

高速田

植機利

用によ

り燃油

の使用

量を

21％削

減した。

高速田植機

PZ60-HVRL(6

条植)　1台

1,664,250 554,000 0 0 1,110,250 H20.3.31

燃油の使用量を目標

値まで低減でき生産

性の向上が図られた.

成果目標を達成してお

り、生産性の向上に寄

与していると認められ

る。

36

高

畠

町

二

井

宿

中

地

区

田

植

機

利

用

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物(水稲)

生

産

性

向

上

条数（５→６）

を増し、燃費

効率の向上

した高速田

植機の導入

による燃油

使用量の

13％低減

10a当た

りの燃

油使用

量(1.1ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量

(0.894ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量

(0.893ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(0.95ℓ

/10a)

138.0%

高速田

植機の

導入に

より燃

油使用

量を

18％削

減した。

高速田植機6条

植　1台

1,918,800 639,000 0 0 1,279,800 H20.3.21

新機械の導入及び操

作方法の熟達により

燃油低減の目標を達

成できた。

成果目標を達成してお

り、生産性の向上に寄

与していると認められ

る。

37

高

畠

町

二

井

宿

中

地

区

田

植

機

利

用

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物(水稲)

生

産

性

向

上

遠赤乾燥機

の導入によ

る燃油使用

量の１３％低

減

トン当た

りの燃

油使用

量(25ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量

(23.06ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(17.9ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量

(21.75ℓ

/t)

218.5%

遠赤乾

燥機の

導入に

より燃

油使用

量を

28％削

減した。

遠赤乾燥機　1

台（35石）

スロワー　1台

1,914,800 943,000 0 0 971,800 H20.3.21

荷受米は酒米がメイ

ンだが、乾燥しにくい

ので燃油低減のため

極力満杯での稼働を

行った。そのことが効

率的な運用につな

がったものと思われ

る。

成果目標を達成してお

り、生産性の向上に寄

与していると認められ

る。



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

38

高

畠

町

二

井

宿

ラ

イ

ス

セ

ン

タ

ー

利

用

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物(水稲)

生

産

性

向

上

遠赤乾燥機

の導入によ

る燃油使用

量の１３％低

減

トン当た

りの燃

油使用

量(18ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量

(23.52ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(18.8ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量

(15.66ℓ

/t)

-34.2%

遠赤乾

燥機の

利用に

係る燃

油使用

量が

4％増

加した。

遠赤乾燥機　3

台（35石）、2台

（27石）

排気ダクト・張

込ホッパー一

式

8,470,000 4,172,000 0 0 4,298,000 H20.3.21

早朝からの刈り取り作

業により荷受時の籾

水分が高い場合、循

環送風を心がけ、２０

年よりは改善したもの

の、乾燥に時間を要し

燃油使用量の目標を

達成できなかった。

今後の改善策として、

好天時の荷受や満杯

での稼働を行い燃油

の消費を抑えるものと

する。

10月上旬に降雨が多

く、刈取が遅れたこと

に伴い、雨後の刈取

り、朝早くからの刈取り

による高水分籾を荷受

けすることとなり、乾燥

に係る燃油使用量が

増加し、目標が達成で

きなかった。

一方で、H19年度の荷

受水分が20.0％、H21

年度は23.1％の荷受

だったことから、単位

乾燥水分当たりで約３

割の燃油使用量削減

効果がみられ、経営改

善に寄与している。

今後は、省エネマニュ

アルの徹底、雨後の収

穫に係る作業体系の

見直しを行い、目標達

成に向けて強く指導を

行っていく。

高畠町

降水量

平年比

10月上

旬215％

39

高

畠

町

亀

岡

高

能

率

営

農

集

団

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物(水稲)

生

産

性

向

上

収量コンバイ

ンの導入に

よる燃油使

用量の１６％

低減

10a当た

りの燃

油使用

量(2.9ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(3.55ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(3.6ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(2.43ℓ

/10a)

-148.9%

収量コ

ンバイ

ンの利

用に係

る燃油

使用量

が24％

増加し

た。

収量コンバイン

1台

13,000,000 4,333,000 0 0 8,667,000 H20.3.21

機械の導入当初と比

較して、省エネ学習会

や操作研修会等をお

こない、意識啓発に心

がけている。また、ほ

場感の移動距離をで

きるだけ短くなるよう

効率的な刈り取りに

心がけ、燃油使用低

減に向けて努力して

いる。

しかし、ぬかるんだほ

場や複雑なほ場など

圃場状態や形態等の

影響で目標の達成に

は至らなかった。

今後は、圃場の形状

に応じた効率的な使

用について、学習会を

通して組合員に周知

を図るものとする。

10月上旬に降雨が多

く、籾水分が高くなった

こと、ほ場状況が悪化

したことにより、作業効

率が上がらず、成果目

標達成に至らなかっ

た。

一方で、10ａ当たり労

働時間が19年度1.9時

間からＨ21年度1.7時

間と１割削減されるな

ど、経営改善に寄与し

ている。

今後は、省エネマニュ

アルの徹底と併せて、

オペレーターの操作技

術向上と雨後の収穫

に係る作業体系の見

直しを行い、目標達成

に向けて強く指導を

行っていく。

高畠町

降水量

平年比

10月上

旬215％

40

高

畠

町

露

藤

コ

ン

バ

イ

ン

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物(水稲)

生

産

性

向

上

遠赤乾燥機

の導入によ

る燃油使用

量の１３％低

減

トン当た

りの燃

油使用

量(25ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(16.8ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(18.6ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量

(21.75ℓ

/t)

196.9%

遠赤乾

燥機の

導入に

より燃

油使用

量を

25％削

減した。

遠赤外線乾燥

機　1台（40石）

スロワー　1台

1,461,600 711,000 0 0 750,600 H20.3.21

満杯で稼働し、効率的

に運用できたことが目

標の達成につながっ

たと思われる。

成果目標を達成してお

り、生産性の向上に寄

与していると認められ

る。



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

41

高

畠

町

た

か

は

た

四

季

便

り

の

会

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物(水稲)

生

産

性

向

上

条数（５→６）

を増やし、燃

費効率の上

昇した紙マル

チ田植機の

導入による

燃油使用量

の３７％低減

10a当た

りの燃

油使用

量(4.95ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(1.7ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.5ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(3.11ℓ

/10a)

187.5%

紙マル

チ田植

機の導

入によ

り燃油

使用量

を69％

削減し

た。

紙マルチ田植

機6条　1台

2,730,000 910,000 0 0 1,820,000 H20.3.21

従来の機械と比較し、

条数の多い紙マルチ

田植機の導入によっ

て作業効率及び燃費

効率は確実に向上し

た。また、年度を経る

につれて機械の操作

も向上したため、その

ことも燃油の低減につ

ながった。

成果目標を達成してお

り、生産性の向上に寄

与していると認められ

る。

42

高

畠

町

本

町

転

作

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物(水稲)

生

産

性

向

上

条数（５→６）

を増やし、燃

費効率の上

昇した紙マル

チ田植機の

導入による

燃油使用量

の３７％低減

10a当た

りの燃

油使用

量(4.95ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(1.56ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.63ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(3.11ℓ

/10a)

180.4%

紙マル

チ田植

機の導

入によ

り燃油

使用量

を6７％

削減し

た。

紙マルチ田植

機6条　1台

3,087,000 1,029,000 0 0 2,058,000 H20.3.21

田植えの実作業時以

外は極力エンジンを

停止したことが達成に

つながったと思われ

る。また、組合員の学

習会を通じての効率

的な機械運用の実践

も達成に寄与した。

成果目標を達成してお

り、生産性の向上に寄

与していると認められ

る。

43

高

畠

町

高

畠

水

稲

直

播

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物(水稲)

生

産

性

向

上

条数（６→８）

を増やし、燃

費効率の上

昇した水稲

直播機の導

入による燃

油使用量の

18％低減

10a当た

りの燃

油使用

量(1ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(1.65ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.65ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(0.82ℓ

/10a)

-361.1%

水稲直

播機の

利用に

係る燃

油使用

量が

65％増

加した。

水稲直播機8条

1台

3,570,000 1,785,000 0 0 1,785,000 H20.3.21

補給時のエンジン停

止や圃場間移動の際

の台車利用など可能

な限り燃油低減に向

けた努力をしたが、圃

場の作業条件の悪さ

等の要因もあり、燃油

使用量を低減できな

かった。 ほ場により作

業効率が全く違うた

め、小規模ほ場や不

整形のほ場での作業

が課題となっている

が、ほ場までの移動

及びほ場間の移動

は、隣接するほ場でな

い場合は、台車を使う

こととしている。また、

播種の際にも、種や

肥料の補充時はエン

ジンを止めることとし

ている。今後はこれま

での低減策に加え、

取水時期の調整など

土壌改良も行いなが

ら燃費の低減を図っ

ていく。

作付時期がばらつき、

全体的に移動距離が

増加したこと、小規模

ほ場等で計画通りの

作業効率を上げられな

かったことが未達成要

因と考えられる。

一方、収益率は向上し

ており、経営改善に寄

与している。

今後は、作業全体の

見直しについて、市町

村や関係機関との連

携の強化のもと、目標

達成に向けて強く指導

を行っていく。



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

44

川

西

町

農

事

組

合

法

人

萩

野

生

産

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

遠赤外線乾

燥機により燃

料費11％削

減。

トン当た

りの燃

油使用

量(23.9ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(23.0ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(24.5ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(21.2ℓ

/t)

-22.2%

遠赤外

線乾燥

機の利

用に係

る燃油

使用量

が2％

増加し

た。

穀物遠赤外線

乾燥機　張込

量40石　5台

付帯設備

8,930,250 4,428,000 0 0 4,502,250 H20.3.21

荷受籾水分が高いも

のが多かったため、乾

燥に時間を要し燃油

使用料の削減はなら

なかった。

今後は作業方法の見

直しなどを行うととも

に、省エネマニュアル

を再度徹底させる。

10月上旬に降雨が多

く、刈り取りが遅れたこ

とにより、雨後の収

穫、倒伏の発生等が

あり、高水分の籾を受

け入れたために、乾燥

に係る燃油使用量が

増加し、目標が達成で

きなかった。

一方、10a当たり労働

時間が26.9時間から

25.6時間に削減、利用

率は104％となってお

り、経営改善に結びつ

いている状況は認めら

れる。

今後は、省エネマニュ

アルの徹底とともに、

雨後の作業体系等の

見直しを行い、目標達

成向けて強く指導して

いく。

長井市

（直近観

測値）

降水量

平年比

１０月上

旬

１６４％

45

川

西

町

農

事

組

合

法

人

萩

野

生

産

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

田植機を6条

植えから高

速7条植えに

向上すること

で燃料費12%

低減。

10a当た

りの燃

油使用

量(1.84ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(1.33ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(0.86ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.61ℓ

/10a)

426.1%

高速田

植機の

導入に

より燃

油使用

量を

53％削

減した。

高速田植機7条

2台

3,780,000 1,260,000 0 0 2,520,000 H20.3.21

作業工程の改善にて

効率を上げることがで

きた。

成果目標を達成してお

り、生産性の向上に寄

与していると認められ

る。

46

長

井

市

(

農

）

高

関

ラ

イ

ス

セ

ン

タ

ー

利

用

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

水稲乾燥時

の燃料使用

量の17%削減

による生産コ

スト削減

トン当た

りの燃

油使用

量(20.8ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(15.7ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(15.6ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(17.2ℓ

/t)

144.4%

水稲乾

燥時の

燃料使

用量を

25％削

減した。

遠赤外線乾燥

機83石　4台

張込量8,300kg

付帯設備一式

8,820,000 4,168,000 0 0 4,652,000 H20.3.28 成果目標を達成した

成果目標を達成してお

り、生産性向上に寄与

すると認められる。

47

長

井

市

（

有

）

ナ

ン

ブ

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

地域特産物

（そば・大豆）

生

産

性

向

上

大豆・そば刈

り取り時の燃

料使用量の

14%削減

10a当た

りの燃

油使用

量(2ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(1.7ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.65ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.7ℓ

/10a)

116.7%

大豆・そ

ば刈取

り時の

燃油使

用量を

17％削

減した。

そば・麦・大豆

用汎用コンバイ

ン　1台　刈幅

1,535mm

6,510,000 2,066,000 0 0 4,444,000 H20.3.28

燃油の使用量を目標

値まで低減でき生産

性の向上が図られ

た。

成果目標を達成してお

り、生産性向上に寄与

すると認められる。



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

48

長

井

市

（

有

）

ナ

ン

ブ

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（大豆）

生

産

性

向

上

大豆乾燥時

の燃料使用

量11%削減に

よる生産コス

トの削減

トン当た

りの燃

油使用

量

(109.6ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(95.5ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(34ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(96.8ℓ

/t)

590.6%

大豆乾

燥時燃

油使用

量を

68％削

減した。

遠赤外線乾燥

機25石　1台

張込量2,500kg

1,459,500 695,000 0 0 764,500 H20.3.28

燃油の使用量を目標

値まで低減でき生産

性の向上が図られ

た。

成果目標を達成してお

り、生産性向上に寄与

すると認められる。

49

白

鷹

町

白

鷹

町

そ

ば

生

産

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

地域特産物

（そば）

生

産

性

向

上

自脱コンバイ

ンより汎用コ

ンバインに買

換えを行い

作業の効率

化を図り、燃

油使用量の

10%低減を図

る

10a当た

りの燃

油使用

量(1.7ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(1.67ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.64ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.53ℓ

/10a)

35.3%

汎用コ

ンバイ

ンの導

入によ

り燃油

使用量

を3％削

減した。

クボタ普通型コ

ンバイン

ARH380-G

刈り幅1.5m

5,670,000 1,890,000 0 0 3,780,000 H20.3.27

組合員の省エネに対

する意識が向上し、作

業効率化等の取り組

みを行なったが、コン

バインについて、農地

の集積（団地化）は進

んできたが、降雨等で

適期栽培管理（中耕・

培土）が遅れたことに

より、除草と平行した

作業をしなければなら

なくなった。そのため、

作業効率が大幅に低

下したことにより、目

標達成にはいたらな

かった。目標を達成す

ることはできなかった

が、今後、栽培管理を

適正に行ない（適期作

業）、今までの取り組

みを再検証し、努力し

ていきたい。

燃油使用量は低減さ

れ、一定の成果は上

がっているものの、悪

天候の影響等により作

業効率が低下し、成果

目標達成に至っていな

い。

今後は、省エネ化につ

いて更なる動機付けを

図り、市町村や関係機

関との連携により作業

効率の向上について

指導を行う。

50

白

鷹

町

白

鷹

町

そ

ば

生

産

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

地域特産物

（そば）

生

産

性

向

上

遠赤外線乾

燥機の導入

による燃油

使用量の10%

低減を図る

トン当た

りの燃

油使用

量(35ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(33.6ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(31.5ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(31.5ℓ

/t)

100.0%

遠赤外

線乾燥

機の導

入によ

り燃油

使用量

を10％

削減し

た。

山本中型乾燥

機

遠赤外線

NCD-40AD

張込量4,000kg

1,800,000 900,000 0 0 900,000 H20.3.27

組合員の省エネに対

する意識が向上し、作

業効率化等の取り組

みを行なった結果、目

標を達成することがで

きたことは評価でき

る。

成果目標を達成してお

り、生産性の向上に寄

与していると認められ

る。

51

白

鷹

町

白

鷹

町

転

作

大

豆

生

産

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

地域特産物

（そば・大豆）

生

産

性

向

上

汎用コンバイ

ンの買換えを

行い作業の

効率化を図

り、燃油使用

量の10%低減

を図る

10a当た

りの燃

油使用

量(1.7ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(1.56ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.52ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.53ℓ

/10a)

105.9%

汎用コ

ンバイ

ンの導

入によ

り燃油

使用量

を10％

削減し

た。

そば・麦・大豆

用汎用コンバイ

ン　ヤンマーコ

ンバインGS３６

０GE

刈り幅1.444m

5,670,000 1,890,000 0 0 3,780,000 H20.3.27

組合員の省エネに対

する意識が向上し、作

業効率化等の取り組

みを行なった結果、目

標を達成することがで

きたことは評価でき

る。

成果目標を達成してお

り、生産性の向上に寄

与していると認められ

る。



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

52

白

鷹

町

森

合

共

同

精

米

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

遠赤外線乾

燥機の導入

による燃油

使用量の10%

低減を図る

トン当た

り燃油

使用量

(13.4ℓ

/t)

－

トン当た

り燃油

使用量

(12.2ℓ

/t)

トン当た

り燃油

使用量

(11.9ℓ

/t)

トン当た

り燃油

使用量

(12ℓ/t)

107.1%

遠赤外

線乾燥

機の導

入によ

り燃油

使用量

を11％

削減し

た。

シズオカ遠赤外

線乾燥機SAC-

E35

1,617,000 808,000 0 0 809,000 H20.3.27

組合員の省エネに対

する意識が向上し、作

業効率化等の取り組

みを行なった結果、目

標を達成することがで

きたことは評価でき

る。

成果目標を達成してお

り、生産性の向上に寄

与していると認められ

る。

53

白

鷹

町

白

鷹

町

種

子

生

産

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲種

子）

生

産

性

向

上

高速作業田

植機の導入

による作業

の効率化を

図り燃油使

用量の14%低

減を図る

10a当た

りの燃

油使用

量(0.99ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(0.88ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(0.81ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(0.85ℓ

/10a)

128.6%

高速田

植機の

導入に

より燃

油使用

量を

18％削

減した。

高速田植機

クボタ NSU67 6

条植え 3台

クボタ NSU87 8

条植え 1台

7,054,509 2,351,000 0 0 4,703,509 H20.3.27

組合員の省エネに対

する意識が向上し、作

業効率化等の取り組

みを行なった結果、目

標を達成することがで

きたことは評価でき

る。

成果目標を達成してお

り、生産性の向上に寄

与していると認められ

る。

54

白

鷹

町

貝

生

稲

作

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

遠赤外線乾

燥機の導入

による燃油

使用量の10%

低減を図る

トン当た

りの燃

油使用

量(13ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(12.8ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(11.4ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(11.6ℓ

/t)

114.3%

遠赤外

線乾燥

機の導

入によ

り燃油

使用量

を12％

削減し

た。

イセキ遠赤外

線乾燥機

GB350-R3B

1,700,000 850,000 0 0 850,000 H20.3.27

組合員の省エネに対

する意識が向上し、作

業効率化等の取り組

みを行なった結果、目

標を達成することがで

きたことは評価でき

る。

成果目標を達成してお

り、生産性の向上に寄

与していると認められ

る。

55

飯

豊

町

中

北

部

機

械

利

用

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

６条乗用田

植機から８条

田植機によ

る燃料使用

量の21%削減

10a当た

りの燃

油使用

量(0.85ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(0.69ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(0.67ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(0.67ℓ

/10a)

100.0%

８条田

植機導

入によ

り燃料

使用量

を21％

削減し

た。

8条

高速田植機

3,150,000 1,050,000 0 0 2,100,000 H20.3.28

目標値まで燃料使用

量の削減が図られた

成果目標を達成してお

り、生産性向上に寄与

していると認められる。

56

飯

豊

町

飯

豊

町

黒

米

生

産

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

一般の循環

式乾燥機より

遠赤外線乾

燥機に更新

し、当該農業

機械等利用

に係る燃料

使用量を

13％低減す

る

トン当た

りの燃

油使用

量(21.4ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(26.7ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(18.2ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(18.5ℓ

/t)

110.3%

遠赤外

線乾燥

機導入

により

燃料使

用量を

14％削

減した。

遠赤中型乾燥

機 5000㎏

1,932,000 966,000 0 0 966,000 H20.3.28

目標値まで燃料使用

量の削減が図られた

成果目標を達成してお

り、生産性の向上に寄

与していると認められ

る。



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

57

鶴

岡

市

鶴

岡

市

京

田

種

子

生

産

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲種

子）

生

産

性

向

上

当該農業機

械等利用に

係る燃油の

使用量を

17％低減

トン当た

りの燃

油使用

量

(20.42ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量

(15.34ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量

(16.43ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量

(16.94ℓ

/t)

114.7%

当該農

業機械

等利用

に係る

燃油の

使用量

を19％

削減し

た。

遠赤外線乾燥

機5トン仕様　8

基

付帯施設　1式

18,900,000 9,387,000 0 0 9,513,000 H20.3.25

導入前と比較し、燃

費、作業効率が向上

し、燃油使用量、労働

時間を低減することが

できた。省エネマニュ

アルの実践による省

エネ機械の整備、点

検を実施し、燃料消費

の低減に努め、目標

を達成した。

10a当りの燃油の使用

量は平成２０年、平成

２１年と目標値を達成

していることから適正

に事業が実施されてい

ると判断される。

58

鶴

岡

市

田

川

そ

ば

生

産

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

地域特産物

（そば）

生

産

性

向

上

当該農業機

械等利用に

係る燃油の

使用量を

15％低減

10a当た

りの燃

油使用

量(2.8ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(2.97ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(2.26ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(2.38ℓ

/10a)

128.6%

当該農

業機械

等利用

に係る

燃油の

使用量

を19％

削減し

た。

普通型コンバイ

ン（麦・大豆・そ

ば汎用）刈り幅

1546㎜仕様　1

台

5,230,000 1,743,000 0 0 3,487,000 H20.3.25

コンバイン導入後も事

前に現地確認や聞き

取りを行い、より効率

的な刈取計画を立

て、天候、収穫適期を

含め綿密に計画を立

て刈取りを行い、省エ

ネルギー化の目標が

達成できた。

利用率については高

利用率を確保してお

り、また、10a当りの燃

油の使用量も目標値

を達成していることか

ら適正に事業が実施さ

れていると判断され

る。

59

鶴

岡

市

田

川

ラ

イ

ス

セ

ン

タ

ー

利

用

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

当該農業機

械等利用に

係る燃油の

使用量を

14％低減

トン当た

りの燃

油使用

量(18.2ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(16.0ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(15.6ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量(15.7ℓ

/t)

104.0%

当該農

業機械

等利用

に係る

燃油の

使用量

を14％

削減し

た。

遠赤外線乾燥

機5.5トン仕様

4基

8,498,700 4,047,000 0 0 4,451,700 H20.3.25

機械導入と共に、適

期刈り取りを逃さない

よう肥培管理の徹底と

圃場検見等を行い会

議を重ねた。

そのこともあり、省エ

ネルギー化の目標が

達成できた。

利用率についてはや

や目標には及ばな

かったものの高い利用

率を確保している。

また、 トン当りの燃油

の使用量は目標値を

達成していることから

適正に事業が実施さ

れていると判断され

る。



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

60

鶴

岡

市

大

川

渡

営

農

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

当該農業機

械等利用に

係る燃油の

使用量を

18％低減

10a当た

りの燃

油使用

量(2ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量

(0.715ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量

(0.635ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.64ℓ

/10a)

379.2%

当該農

業機械

等利用

に係る

燃油の

使用量

を68％

削減し

た。

高速田植機（8

条）

2,604,000 868,000 0 0 1,736,000 H20.3.25

高速田植機の導入に

より省力化が図られ、

受託面積の拡大に

よって認定農家を一

戸増やし、担い手育

成目標の３戸を達成

することができた。

機械の導入により作業

の省力化が図られて

いる。

また、10a当りの燃油

の使用量も目標値を

大幅に達成しているこ

とから適正に事業が実

施されていると判断さ

れる。

61

鶴

岡

市

羽

黒

地

区

転

作

機

械

利

用

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

地域特産物

（そば・大豆）

生

産

性

の

向

上

当該農業機

械等利用に

係る燃油の

使用量を

20％低減

10a当た

りの燃

油使用

量(2.57ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量(2.19ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(2.0ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(2.04ℓ

/10a)

107.5%

当該農

業機械

等利用

に係る

燃油の

使用量

を22％

削減し

た。

普通型コンバイ

ン（ディーゼル

機関によるも

の、刈り幅1,535

ｍｍ）

6,678,000 2,226,000 0 0 4,452,000 H20.3.25

導入された高性能機

械を主に使用すること

で作業効率が向上し、

刈取面積を23haから

57haと大幅に増やす

ことができた。

また、近隣に所在する

圃場はまとめて刈るよ

うにすることで省エネ

ルギー化を推進し、面

積当りの燃油使用量

を22.2%低減すること

ができた。

利用率については非

常に高利用率を確保し

ており、また、10a当り

の燃油の使用量も目

標値を達成しているこ

とから適正に事業が実

施されていると判断さ

れる。

62

鶴

岡

市

朝

日

水

稲

直

播

栽

培

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

当該農業機

械等利用に

係る燃油の

使用量を

21％低減

10a当た

りの燃

油使用

量(1.8ℓ

/10a)

－

10a当た

りの燃

油使用

量

(0.799ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量

(0.531ℓ

/10a)

10a当た

りの燃

油使用

量(1.42ℓ

/10a)

333.9%

当該農

業機械

等利用

に係る

燃油の

使用量

を70％

削減し

た。

水稲直播機（8

条）

3,236,100 1,618,000 0 0 1,618,100 H20.3.28

耕地の分散を出来る

だけ少なくし、作業機

械の移動（作業ロス）

を少なくすることにより

効率的作業が図ら

れ、１日の作業面積の

拡大につながった。

また、燃油使用量を、

70.5%削減することが

できた。

利用率については非

常に高利用率を確保し

ており、また、10a当り

の燃油の使用量も目

標値を大幅に達成して

いることから適正に事

業が実施されていると

判断される。



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

63

酒

田

市

大

沢

第

六

ミ

ニ

ラ

イ

ス

セ

ン

タ

ー

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

生

産

性

向

上

当該農業機

械等利用に

係る燃油の

使用量を

22％低減

トン当た

りの燃

油使用

量

(25.41ℓ

/t)

－

トン当た

りの燃

油使用

量(17.5ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量

(19.51ℓ

/t)

トン当た

りの燃

油使用

量

(19.82ℓ

/t)

105.5%

当該農

業機械

等利用

に係る

燃油の

使用量

を23％

削減し

た。

遠赤乾燥機6ト

ン　RVH６００

BS

2,100,000 1,050,000 0 0 1,050,000 H20.3.24

平成21年度は、天候

不順により生籾の水

分量が前年度に比べ

高く灯油使用量が増

加したものの目標を達

成できた。

中山間部という不利な

栽培地域を克服する

べく、刈取時期や乾燥

機稼動時の天気及び

外気（湿度）等の予見

を確実に行い、品質

の高い米の生産に取

組んでいく。

トン当りの燃油の使用

量が目標値を達成して

いることから適正に事

業が実施されていると

判断される。

利用面積について毎

年増加してきているも

のの目標にはまだ及

ばないため、受託作業

の拡大、農地の集積

拡大を図っていく必要

がある。

64

酒

田

市

西

荒

瀬

高

性

能

機

械

体

系

確

立

協

議

会

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

土地利用型

作物（水稲）

品

質

向

上

品質分析（米

の食味値等

（米の内部品

質について２

種類以上の

指標を分析）

の実施生産

者の実施割

合95％

品質分

析実施

生産者

の割合

（87％）

－

品質分

析実施

生産者

の割合

（92％）

品質分

析実施

生産者

の割合

（95％）

品質分

析実施

生産者

の割合

（95％）

100.0%

品質分

析の実

施生産

者の割

合が

8％増

加した。

不耕起V溝直

播機AD-

121CW　1台

2,887,500 1,443,000 0 0 1,444,500 H20.3.24

春作業の省力化、作

業の分散化による適

期内作業の拡大が図

られた。生産コストの

低減を図りながら良質

米の安定生産に取り

組むことができ、担い

手を中心とした作業集

約が可能になった。

また、産米の品質・食

味分析についても、生

産者毎の分析実施割

合を高められたこと

で、売れる米づくりに

向け地域全体の品質

向上が図られた。

利用率については高

利用率を確保してお

り、また、品質分析の

実施割合も目標値を

達成していることから

適正に事業が実施さ

れていると判断され

る。



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

65

新

庄

市

野

中

耕

畜

連

携

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

飼料作物

（牧草、稲

わら、とう

もろこし）

肉用牛

乳用牛

生

産

性

向

上

水田飼料作

付地への堆

肥散布面積

の53.3%増加

事業主

体の受

益面積

の合計

1500a

牧草

1100a

稲わら

300a

とうも

ろこし

100a

15ha 20ha 21ha

事業主

体の受

益面積

の合計

2300a

牧草

1700a

稲わら

500a

とうも

ろこし

100a

75.0%

堆肥散

布受益

面積が

40.0%増

加

家畜ふん尿土

壌還元用機械

１台

（自走式、積

載量2500kg）

4,394,250 2,197,000 2,197,250 H20.3.21

転作地において他作

物（大豆）の作付拡大

があり、飼料作物作

付面積が当初計画よ

り下回ったことから計

画的な堆肥散布が出

来なかった。今後は、

他作物との作付調整

及び計画的な堆肥散

布を実施することによ

り確実な堆肥散布を

行っていく。

堆肥散布面積の拡大

が図られたが、他作物

の作付拡大により飼料

作物の堆肥散布が当

初計画より下回った。

他作物との作付調整

及び計画的な堆肥散

布を実施することによ

り、目標達成が見込ま

れる。

66

長

井

市

草

岡

畜

産

振

興

会

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

飼料作物(稲

わら)

肉用牛

生

産

性

向

上

稲わら収集

面積の31%増

加

事業主

体の稲

わら収

集面積

の合計

1600a

0a 1,750a 2,050a

事業主

体の稲

わら収

集面積

の合計

2100a

90.0%

稲わら収

集面積

が28%増

加

稲わら収集機

１台(ベール径

50cm×73cm)

家畜ふん尿土

壌還元用機械

１台(自走式、

積載量2500kg)

7,297,500 3,398,000 3,899,500 H19.8.31

天候不順の影響を受

けやすく、作業の集約

化が不十分であった

ため、稲らわ収集面

積が当初計画より下

回った。今後は、綿密

な作業計画による共

同作業を実施すること

により確実な稲わら収

集を行っていく。

稲わら収集面積が拡

大されたが、目標に届

かなかった。限られた

期間に稲わらを収集す

る必要があり、作業体

系の見直しをしたこと

で、受益面積が増加し

ていることから、作業

の効率化を図ることに

より、目標達成が見込

まれる。

67

白

鷹

町

蚕

桑

飼

料

増

産

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

飼料作物(牧

草)

乳用牛

生

産

性

向

上

飼料作付面

積の14.9%増

加

事業主

体の飼

料作付

面積の

合計

牧草

2290a

2,290a 2,290a 2,790a

事業主

体の飼

料作付

面積の

合計

牧草

2633a

145.8%

飼料作

付面積

が21.8%

増加

ロールベー

ラー

１台(ベール径

90cm×80cm)

梱包格納用機

械

１台(対応ベー

ル径120cm×

100cm)

6,111,000 2,037,000 4,074,000 H19.8.31

目標値より飼料作付

面積が拡大でき、導

入機械の有効な活用

及び粗飼料自給率が

図られた。

飼料作付面積が目標

を達成していることか

ら適正に事業が実施さ

れていると判断出来

る。



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

68

川

西

町

洲

島

ラ

ッ

プ

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

飼料作物(牧

草)

肉用牛、乳

用牛

生

産

性

向

上

受益面積の

136%増加

牧草地

面積の

合計

477a

980a 1,394a 1,482a

牧草地

面積の

合計

1127a

154.6%

牧草地

面積が

211%増

加

ロールベー

ラー

１台(ベール径

90cm×86cm)

梱包格納用機

械

１台(対応ベー

ル径110cm×

100cm)

積込機

一式

4,599,000 1,532,000 3,067,000 H19.8.31

目標値より大幅に受

益面積を拡大でき、導

入機械の有効な活用

及び粗飼料自給率の

向上が図られた。

牧草地面積が目標を

達成していることから

適正に事業が実施さ

れていると判断出来

る。

69

川

西

町

川

西

Ｗ

Ｃ

Ｓ

生

産

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

飼料イネ

肉用牛

生

産

性

向

上

受益面積の

778%増加

飼料用

イネ作

付面積

の合計

131a

2,072a 1,736a 2,142a

飼料用

イネ作

付面積

の合計

1150a

197.4%

飼料用

イネ作付

面積が

1,535%増

加

稲発酵粗飼料

用ロールベー

ラー

１台(ベール径

90cm×86cm)

梱包格納用機

械

１台(対応ベー

ル径100cm×

100cm)

10,447,500 4,821,000 5,626,500 H19.8.31

目標値より大幅に飼

料用イネ作付面積を

拡大でき、導入機械

の有効な活用及び粗

飼料自給率の向上が

図られた。

飼料用イネ作付面積

が目標を達成している

ことから適正に事業が

実施されていると判断

出来る。

70

川

西

町

川

西

東

部

畜

産

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

飼料作物(牧

草、飼料用

イネ稲わら)

肉用牛、乳

用牛

生

産

性

向

上

受益面積の

18%増加

事業主

体の受

益面積

の合計

2178a

牧草

316a

飼料用

イネ

232a

稲わら

1630a

2,800a 3,057a 3,057a

事業主

体の受

益面積

の合計

2576a

牧草

298a

飼料用

イネ

428a

稲わら

1850a

220.9%

受益面

積が40%

増加

家畜ふん尿土

壌還元用機械

１台

(自走式、積載

量2500kg)

4,305,000 2,152,000 2,153,000 H19.8.31

目標値より大幅に受

益面積を拡大でき、導

入機械の有効な活用

及び資源循環型畜産

経営が図られた。

受益面積が目標を達

成していることから適

正に事業が実施され

ていると判断出来る。



事業内容 事業費

計画時 1年後 2年後 3年後 目標値 達成率 （円）

(平成18年) (平成19年) (平成20年) (平成21年) (平成21年)

作物等区分①

（対象作物・畜

種等名）①

交付金 都道府県費 市町村費

備考

（工種、施設区

分、構造、規格、

能力等）

事業実施主体

の評価

都道府県

の評価

負担区分（円）

成果目標の具

体的な内容①

成果目

標の具

体的な

実績①

事業実施後の状況①

その他

N

O

政策

目標

①

 

市

町

村

名

 

事

業

実

施

主

体

名

 

政

策

目

的

 

取

組

の

分

類

完了

年月日

71

酒

田

市

中

平

田

飼

料

生

産

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

飼料作物(牧

草、飼料用

イネ稲わら)

肉用牛、乳

用牛

生

産

性

向

上

受益面積の

145%増加

事業主

体の作

付面積

の合計

14.8ha

牧草

0ha

飼料用

イネ

6.3ha

稲わら

8.5ha

事業主

体の作

付面積

の合計

29.8ha

牧草

5.3ha

飼料用

イネ

7.9ha

稲わら

16.6ha

事業主

体の作

付面積

の合計

30.1ha

牧草

5.3ha

飼料用

イネ

8.6ha

稲わら

16.2ha

事業主

体の作

付面積

の合計

37.1ha

牧草

6.1ha

飼料用

イネ

14.3ha

稲わら

16.7ha

事業主

体の作

付面積

の合計

36.3ha

牧草

6.0ha

飼料用

イネ

12.3ha

稲わら

18.0ha

103.7%

受益面

積が

151%増

加

稲発酵粗飼料

用ロールベー

ラー

１台(ベール径

90cm×86cm)

梱包格納用機

械

１台(対応ベー

ル径100cm×

100cm)

積込機

一式

家畜ふん尿土

壌還元用機械

(自走式、積載

量1700kg)

16,216,200 7,610,000 8,606,200 H19.7.31

稲発酵粗飼料の作付

面積及び家畜ふん尿

土壌還元面積が年々

増加し、平成21年度

に目標を達成すること

ができた。

目標どおり稲発酵粗飼

料の作付面積及び家

畜ふん尿土壌還元面

積が増加していること

から適正に事業が実

施されていると判断出

来る。

72

庄

内

町

福

原

転

作

利

用

組

合

産

地

競

争

力

の

強

化

産

地

競

争

力

の

強

化

に

向

け

た

総

合

的

推

進

飼料作物(牧

草)

乳用牛

生

産

性

向

上

単収の15%増

加

1ha当

たりの

収量

21000k

g

24,622kg

/ha

23,040kg

/ha

25,145kg

/ha

1ha当

たりの

収量

24150k

g

131.6%

単収が

4,145kg

増加

（20%増

加）

モアコンディ

ショナー

１台

(作業幅240cm)

ロールベー

ラー

１台

(ベール径

100cm×100cm)

6,994,000 2,331,000 4,663,000 H19.8.31

事業実施前は機械を

他組織から借りて作

業していたものの、当

該事業の実施により

適期作業ができるよう

になり、単収増加につ

ながった。

目標を上回る単収を

確保していることから

適正に事業が実施さ

れていると判断出来

る。

60,364,450 26,078,000 0 0 34,286,450

都道府県平均達成

率

121.1% 総合所見

　 ７２事業中２０事業が目標を達成できなかった。このうち水稲、そば、大豆の原油高騰対策の取組については、適期収穫ができず荷受時の籾水分が高いままに乾燥したこと等により目標達成に至らなかった地区もあ

る。特に、計画時より燃油使用量が増加し、取組みが著しく不十分な地区もあるため、省エネマニュアルの活用の徹底を図りながら、計画的な収穫作業や導入機械の効率的な使用について関係機関と連携し強く指導

を行っていく。また、飼料作物については、他作物の作付拡大や集約不十分な作業体系などにより目標を下回った地区もあったことから、今後他作物との作付調整や計画的な共同作業などを通じ、目標達成に向けて

指導を行っていく。

　 なお、他の作物についても、引き続きそれぞれの事業実施主体に対して関係機関の指導・支援の下、改善に向けた取組を徹底することにより、早期の目標達成を図るものである。


